
「沖縄県クリーンエネルギー・イニシアティブ」の改定案に対するご意見と沖縄県の回答について

通しNo. ページ
行（表）

番号

　　　　　　　記載内容

（※できる限り、パブリックコメント案のPDF

　　からコピー・ペーストしてください。）

意見内容 沖縄県の回答について

1 1 26 まず、 文頭の一字空きが必要か。 いただいた意見を参考に、修正します。

2 2 フッター 我が国ではわが国では 我が国では いただいた意見を参考に、修正します。

3 5 7 パリ協定 文頭の一字空きが必要か。 いただいた意見を参考に、修正します。

4 5 32行他 改正FIT法

改正FIT法や、省エネ法、エコまち法、長期優良住宅法など、法律の略称を

用いるのであれば、初出箇所に（以下、「〇〇法」という。）とするか、

目次の法人名等と同様に凡例を置く必要があるのではないか。

業界や関係者だけに向けたイニシアティブであれば、法律名は略称で通じ

るかもしれないが、一般県民の理解に繋がるか懸念がある。

いただいた意見を参考に、修正します。

5 6 5行他 更に １ページ31行他、接続詞「さらに」が多数であり、表記の統一が必要か。 いただいた意見を参考に、修正します。

6 6 28 2,128者
５ページ13行の自治体数は桁区切りを使用しておらず、表記の統一が必要

か。
いただいた意見を参考に、修正します。

7 6 フッター 取り組み ４ページ６行ほか「取組」との表記があり、いずれかに統一が必要か。 いただいた意見を参考に、修正します。

8 6 29 外皮性能を始めとした
１ページ29行ほか「はじめとした」との表記があり、いずれかに統一が必

要か。
いただいた意見を参考に、修正します。

9 9 10 欧州各国では～見通しである。
報道で、EUがガソリンなどを燃料とするエンジン車の販売を2035年に禁止

するとした方針を見直すと発表したとあり、この箇所の修正が必要か。
いただいた意見を参考に、修正します。



通しNo. ページ
行（表）

番号

　　　　　　　記載内容

（※できる限り、パブリックコメント案のPDF

　　からコピー・ペーストしてください。）

意見内容 沖縄県の回答について

10 15 表３－４ 電力供給量に占め

項目が途中で切れており、枠の修正が必要か。

他の表も、枠線と字が重なっているところがあり、表全体の確認が必要

か。

いただいた意見を参考に、修正します。

11 15 図３－５ グラフ中の数字
数字が重なっており、修正が必要か。

他のグラフも、数字の位置が適当か確認が必要か。
いただいた意見を参考に、修正します。

12 27 32 県や～確認されている。
同ページ28行目と比較し、インデントの位置がずれており、いずれかへの

統一が必要か。
いただいた意見を参考に、修正します。

13 29 6 「チャレンジプロジェクト」。 「チャレンジプロジェクト」の後は、「、」が適当か。 いただいた意見を参考に、修正します。

14 29
図４－１

他
出典）沖縄電力（株）WEBサイト

本図ほか、他社HP写真の使用にあたり、掲載元や撮影者の許可は必要か。

出展を明示していれば、著作権上の問題はないか（近年、他機関のホーム

ページで著作権者に無断で写真を掲載したことが問題となったケースもあ

るため）。

いただいた意見を参考に、修正します。

15 32 5 トン 11ページ1行ほか「t」との表記があり、統一が必要か。 いただいた意見を参考に、修正します。

16 32 12 キロリットル 51ページ11行ほか「ｋL」との表記があり、統一が必要か。 いただいた意見を参考に、修正します。

17 32 29 豊美城市内 豊見城市内 いただいた意見を参考に、修正します。

18 33 23 OIST（沖縄科学技術大学院大学） 沖縄科学技術大学院大学（OIST） いただいた意見を参考に、修正します。

19 34 8 つながる 47ページ７行ほか「繋がる」との表記があり、いずれかに統一が必要か。 いただいた意見を参考に、修正します。



通しNo. ページ
行（表）

番号

　　　　　　　記載内容

（※できる限り、パブリックコメント案のPDF

　　からコピー・ペーストしてください。）

意見内容 沖縄県の回答について

20 36 12 DRやVPP
48ページ、61ページでDRやVPPの略称前の用語を記載しているが、初出が

36ページに記載すべきか。
いただいた意見を参考に、修正します。

21 37 21 わが国 我が国 いただいた意見を参考に、修正します。

22 41
フッター

ほか
CO2 他の多くでは「CO2」の表記であり、いずれかに統一が必要か。 いただいた意見を参考に、修正します。

23 46 7
「再生可能エネルギー電源比率」「水素・ア

ンモニア電源比率」

「再生可能エネルギー電源比率」と「水素・アンモニア電源比率」の間に

「、」が必要か。
いただいた意見を参考に、修正します。

24 46 10
「再生可能エネルギー電源比率」「クリーン

エネルギーの供給量」

「再生可能エネルギー電源比率」と「クリーンエネルギーの供給量」の間

に「、」が必要か。
いただいた意見を参考に、修正します。

25 47 16 なお 文頭の一字空きか、文頭の●が必要か。 いただいた意見を参考に、修正します。

26 48 12 県産水溶性天然ガス、 「、」を削除するか。 いただいた意見を参考に、修正します。

27 57 16 （以下「促進区域」という。） （以下、「促進区域」という。） いただいた意見を参考に、修正します。

28 57 36 廃棄物焼却施設の更新等に際し、 文頭の➢ が必要か。 いただいた意見を参考に、修正します。



通しNo. ページ
行（表）

番号

　　　　　　　記載内容

（※できる限り、パブリックコメント案のPDF

　　からコピー・ペーストしてください。）

意見内容 沖縄県の回答について

29 74 36 ➢ ➢の削除か、載せるべき文章が削除されていないか、要確認。 いただいた意見を参考に、修正します。

30 77 5 HEMS、BEMS、FEMS 語句の説明は必要か。あるいは一般的な語句で、説明は不要か。 いただいた意見を参考に、修正します。

31 80 2 P2P取引 語句の説明は必要か。あるいは一般的な語句で、説明は不要か。 いただいた意見を参考に、修正します。

32 85 24 統計情報を始めとした
１ページ29行ほか「はじめとした」との表記があり、いずれかに統一が必

要か。
いただいた意見を参考に、修正します。

33 89 （３）改定経緯４行目● ●の削除か、載せるべき文章が削除されていないか、要確認。 いただいた意見を参考に、修正します。

34 全体 － －

{当コンソーシアムは、沖縄の経済成長と社会課題解決を牽引する「社会イ

ンフラ」として、産官学金の多様な主体の連携を促進しています。}

本改定案が掲げる将来像や基本目標について、本県の持続可能な発展に不

可欠な指針であると、深く賛同します。

その上で、将来像等の実現を確実なものとするためには、スタートアップ

や既存産業を含む多様な主体の機動力、および革新的技術を積極的に取り

込んだ「具体性のある実行」が必要です。

私たちは「実装の担い手」として、「実務的なボトルネック解消」や「民

間投資を呼び込む事業性担保」の観点から、さらなる取組・視点の追加等

を期待します。

具体的には、各チャレンジプロジェクトについて、No.35～42のとおり提

言いたします。

　いただいたご意見は、今後のエネルギー施策推進の参考とさせていただきます。



通しNo. ページ
行（表）

番号

　　　　　　　記載内容

（※できる限り、パブリックコメント案のPDF

　　からコピー・ペーストしてください。）

意見内容 沖縄県の回答について

35 P65-67 －
チャレンジプロジェクト１

に関して①

■多様な技術ポートフォリオの追求

1. 地産地消に寄与する多種多様な技術への挑戦：

特定の技術に限定せず、エネルギーの地産地消に寄与する可能性があれ

ば、小規模なものであっても多種多様な再エネ技術・蓄電技術へのチャレ

ンジを推奨すべきと考えます。例えば、沖縄のポテンシャルを活かした塩

分濃度差発電などについて、今後の進展に応じた柔軟な採択を期待しま

す。

2.次世代太陽光（ペロブスカイト等）の社会実装課題の解決：

木造住宅等への実装において、耐火性確保（ガラス等での被覆）による重

量増加が導入の壁となる実務上の課題があります。こうした耐火策と軽量

化の両立に関する技術実証への支援の充実を提案します。

3.国の最新戦略との整合：

例えば、令和7年6月に国の「フュージョンエネルギー・イノベーション戦

略」が改定されるなど、国の戦略は不断の見直しが行われています。本県

においても、最新戦略に織り込まれる長期的な革新的技術(フュージョンエ

ネルギーなど)の動向を注視し、将来の選択肢に含めていくことが重要だと

考えます。

1.　再エネの導入拡大に当たっては、規模の大小を問わず、再エネや蓄電技術に関す

る多種多様な実証や技術開発への投資が重要であると認識しており、ご意見を参考に

文言を修正します。

　また、海洋再生可能エネルギーの取組において本県の地域特性を活かした取組を行

うことを明示するため、ご意見を参考に文言を修正します。

2.　次世代太陽光の社会実装には耐火性確保も含めた様々な課題があると認識してお

り、ご意見を参考に文言を修正します。

3.　フュージョンエネルギーについては、その導入可能性を含めて研究段階であると

認識しているため、ご意見は今後の参考とさせていただきます。

36 P65-67 －
チャレンジプロジェクト１

に関して②

■事業性を担保する仕組みの構築

1.公共施設における調達ルールの適合化：

自治体の既存ルールがPPA等のビジネスモデルと合致せず、導入が停滞す

るケースがあります。このため、特定の離島や自治体を先行実施地域とし

て指定する等により、公共施設でのモデルケース構築と調達ルールの柔軟

な見直しを先行して実施することが、地産地消を加速させる鍵になるもの

と考えます。

2.余剰電力の貯蔵による事業性担保：

他県への電力融通が困難な本県において大規模な再エネを導入する場合、

余剰電力を水素やアンモニア等の形で貯蔵する仕組みを一体で検討しなけ

れば、事業者の採算性を確保することは困難です。それら一体的な検討へ

の支援を期待します。

1.　公共施設への太陽光発電の導入に際しては、民間事業者による多様なビジネスモ

デルや先進的な技術提案に対応するため、公共調達のルールの見直し等により、導入

の加速化を図る必要があると認識しております。ご意見を参考に文言を修正します。

2.　余剰電力を水素やアンモニア等の形で貯蔵する取組につきましては、本計画アク

ションプラン　チャレンジ２化石燃料の脱炭素化チャレンジに記載しております。そ

の上で、再エネ導入拡大と水素の利活用促進を一体的に推進する必要があることか

ら、ご意見を参考に文言を修正します。

37 P70-73 －
チャレンジプロジェクト２

に関して①

■スムーズな技術移行の実現

1.「アンモニア先行」によるスムーズな技術移行：

サプライチェーン構築において、まずは導入ハードルが比較的低いアンモ

ニアを先行導入し、その後に水素へと段階的に移行するプロセスを明確化

することで、円滑な社会実装に大きく寄与すると考えます。

水素・アンモニア等のうち、アンモニアを先行導入することにつきましては、今後の

技術進展を注視する必要があると考えており、ご意見については今後の参考とさせて

いただきます。



通しNo. ページ
行（表）

番号

　　　　　　　記載内容

（※できる限り、パブリックコメント案のPDF

　　からコピー・ペーストしてください。）

意見内容 沖縄県の回答について

38 P70-73 －
チャレンジプロジェクト２

に関して②

■革新技術と法規制の見直しによる実装の加速

1.革新的吸着技術の導入：

二酸化炭素回収技術として、新材料であるMOF（金属有機構造体）技術な

どの研究開発や導入を具体的に進めることを提案します。

2.法規制の運用の見直し：

次世代燃料の普及を妨げないよう、高圧ガス保安法における扱いや同法に

基づくメンテナンス方法について、最新技術や沖縄の現状に即した見直し

を国へ働きかけていただくとともに、県内特定のエリア等での先行適用の

検討を提案します。

1.　MOF等の二酸化炭素回収技術につきましては、実用化に向けた研究段階であると

認識しており、ご意見については今後の参考とさせていただきます。

2.　法規制の運用見直しについては、国の動向等も注視しながら検討する必要がある

と考えており、ご意見については今後の参考とさせていただきます。

39 P79-80 －
チャレンジプロジェクト３

に関して①

■システムレベルでの地産地消と経済循環の実現

1.2040年までの完全オフグリッドモデルの創出：

オフグリッド実証特区等への指定により、2040年までに県内に少なくとも

1つは、完全にオフグリッド化した「地産地消の成功モデル地域」を創出

し、全県展開の足掛かりとすることが不可欠です。

2.域内経済循環メカニズムの構築：

排出量取引制度等に伴うコスト負担を県外へ流出させず、沖縄県内でのク

リーンエネルギー投資へ還流させ、地産地消を促進する、独自の経済循環

の仕組みの整備を提案します。

1.　ご意見の趣旨は本計画アクションプラン 重点１再エネ導入拡大プロジェクトの

「再エネ主力化モデルの構築」の取組に含まれております。

2.　ご意見の趣旨は本計画アクションプラン 重点６エネルギー地産地消化プロジェク

トの「地域内経済循環の推進」の取組に含まれております。

40 P79-80 －
チャレンジプロジェクト３

に関して②

■県民が主役となる仕組みの整備

1.インセンティブ設計

無理のない範囲での省エネ行動をポイント化し、それをクリーンエネル

ギー投資に活用できるような、県民が自然体で主役となって取り組めるイ

ンセンティブの整備を強く期待します。

ご意見の趣旨は、本計画アクションプラン チャレンジ４新たなGX関連産業の創出

チャレンジの「DXと連携した脱炭素ビジネスの創出」の取組に含まれております。

41 P81-83 －
チャレンジプロジェクト４

に関して①

■脱炭素を沖縄の成長戦略へ

1.「低エネルギー消費・高付加価値」産業の重点化：

既存産業の脱炭素化に加え、エンタメ産業など「エネルギー消費が少なく

付加価値が高い産業」の活性化をGX戦略として位置づけ、産業構造そのも

のを脱炭素に適応させることが重要です。

2.観光業の環境ブランド化支援：

宿泊施設等の環境負荷低減をPRポイントとして活用し、「地産地消のエネ

ルギーを活用するクリーンな観光」をブランド化するなど、付加価値向上

と脱炭素の両立するための支援を期待します。

1.　新規ビジネスモデルの創出のためには、GX関連分野を対象に、産業間連携や新規

事業提案を促し、当該事業に取り組むスタートアップを支援することが必要であると

認識しており、ご意見を参考に文言を修正します。

2.　ご意見の趣旨は本計画アクションプラン チャレンジ４新たなGX関連産業の創出

チャレンジにおける「事業者のエネルギー転換の促進」の取組に含まれております。



通しNo. ページ
行（表）

番号

　　　　　　　記載内容

（※できる限り、パブリックコメント案のPDF

　　からコピー・ペーストしてください。）

意見内容 沖縄県の回答について

42 P81-83 －
チャレンジプロジェクト４

に関して②

■沖縄独自の優位性を最大化する支援

1.支援制度の包括的な活用：

国や本県の補助メニューに加え、沖縄振興法等の特例的な制度を最大限に

活用し、GX投資や技術革新に対する、「他地域に無い優位性」を備えた、

実効性の高い支援パッケージの実現を提案します。

本計画の推進に当たっては、国と連携し、技術開発及び実証を推進するとともに、税

制・制度の充実等による導入環境整備に取り組むことで、本県の地域特性を踏まえた

クリーンエネルギーの導入を進める必要があると認識しており、ご意見を参考に文言

を修正します。

43 68 24 産業部門等における燃料転換促進

産業部門の高温熱需要家に対し、天然ガスへの燃料転換を後押しする県の

助成施策として「産業イノベーション促進地域制度」があります。しかし

同制度は、優遇税制によりランニングコストの低減に寄与するものであ

り、イニシャルコストの負担軽減につながる県独自の施策は現時点で存在

しないとの認識です。

その結果、国の助成金を活用しても、内地とのコスト価格差により費用対

効果が内地案件に比べて劣ってしまい、燃料転換が進みにくい状況となっ

ています。

また、近年のカーボンニュートラル（CN）機運の高まりを背景に、全国的

にLNGサテライト供給による燃料転換ニーズが増加しているが、直近の物

価上昇に加え、建設コストの上昇も燃料転換を阻む要因となっています。

沖縄県には燃料多消費型の高温熱需要家が少ないうえ、内地企業と比較し

てコスト面で不利な状況にあるため、このままでは県内における天然ガス

への燃料転換の促進は期待しにくいと考えます。

ついては、国の補助金執行団体に対し、沖縄の需要家を対象とした優遇措

置の新設について、ぜひ働きかけをお願いしたい。また、県が執行団体と

なる独自助成制度の創設も期待しているが、単年度予算に限定されるので

はなく、2030年までを見据えた中長期的な助成制度として検討いただけれ

ば幸いです。

2050年度の「エネルギーの脱炭素化」に向けたトランジションとして、天然ガスの利

用拡大の重要性を認識しており、本計画のアクションプラン 重点５天然ガスの利用拡

大プロジェクトに位置付けしているところです。

　また、本計画の推進に当たっては、国と連携し、技術開発及び実証を推進するとと

もに、税制・制度の充実等による導入環境整備に取り組むことで、本県の地域特性を

踏まえたクリーンエネルギーの導入を進める必要があると認識しており、ご意見を参

考に文言を修正します。
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45 全体

再エネ拡大にあたっては、新しい技術を取り入れていくことも重要である

一方で、例えば、水面を活用した太陽光導入など他府県では導入が進んで

いるが県内では広く展開されていないような既存技術の水平展開を強化す

ることが即効性のある施策と考えます。構造的不利性、経済性の観点から

事業者努力だけでは導入が進みにくい状況であり、行政による率先的な再

エネ導入や再エネ導入にあたっての初期投資支援策（自己所有、第三者所

有）が、民間事業推進による太陽光拡大のトリガーとなると考えます。

他府県において導入が進んでいる既存技術を本県で展開する　　ためには、国と連携

し、技術開発及び実証を行うことで、本県の地域特性を踏まえた導入を推進する必要

があると認識しており、ご意見を参考に文言を修正します。

46 36 5

太陽光発電については、目標達成のために更

なる導入拡大が必要である。そのため、適地

を確保し、市町村や民間に対して制度利用の

メリットを積極的に訴求することが求められ

る。

狭小な県土のため、自然環境に配慮した再エネ導入にあたっては再エネ適

地の確保が課題となっています。例えば、用地の整備費用等への支援によ

り、限られた適地の有効活用につながると考えます。そのような初期費用

の支援制度創設により再エネの導入拡大につながると考えます。

ご意見の趣旨は、本計画アクションプラン 重点１再エネ導入拡大プロジェクトの

「太陽光発電の導入拡大」におけるインフラ空間等の活用の取組に含まれておりま

す。

なお、制度の充実等による導入環境整備につきましては、本計画7.2各主体の役割の

中の「県の役割」に位置付けております。

　本計画の目標は、産学官民が連携をとり、一体となって実現を目指すものとして設

定しております。

　県の2030年度の挑戦的な目標26%においては、太陽光発電で8万kW以上、陸上風力

発電で5万kW以上の導入を見込んでおります。また、2040年度の目標値については

2030年度の導入量に更に積み増しすることを見込んでおり、沖縄電力（株）の目標も

包含するものとなっております。

　極値風速の課題も含めた本県のエネルギー事情について県民の理解が必要という点

につきましては、県としても重要性を認識しており、本計画のアクションプラン 重点

４ 再エネ普及啓発プロジェクトの「現状と課題」にその旨を記載しております。

　バイオマス発電の現状につきましては、本計画「３章　沖縄県のエネルギー動向」

の「3.2　再生可能エネルギー（導入状況、導入ポテンシャル）」に設備容量を示し

ているほか、毎年度公表している「進捗状況報告書」において年間電力供給量を記載

しております。

　2021年度の改定時に掲げた2030年度の数値目標「水素・アンモニア電源比率

１％」につきましては、今回の改定におきましても引き続き目標として維持している

ところです。加えて、2040年度の「クリーンエネルギーの供給量」の目標値は、火力

発電所におけるクリーンエネルギー混焼等により、2030年度に水素・アンモニア電源

比率１％を達成し、さらに水素・アンモニア等の導入が拡大することを目指して設定

しております。

左記のページの各箇所の30年度目標に沖縄本

島の陸上風力発電の記載がない。

（過去の計画からトーンダウンしているので

はないでしょうか

44 37～58
30年度目

標全般

沖縄県全体の30年度電源構成比率目標は沖縄電力の再エネ導入の推進が無

くては、達成できない。沖縄電力の30年度再エネ導入目標は、現状より、

太陽光発電（蓄電池併置）は＋１０万KＷ、大型風力発電は＋５万KＷが生

きている。この二つの目標値は今回のイニシャティブの目標値に記載すべ

きだと思います。特に風力発電は、Ｐ58に下記の記載があるが・・・。

「 ＜風力発電の導入拡大に向けた課題解決＞

⚫ 事業環境の整備

➢ 風力発電の導入拡大に向け、事業者の風況調査の実施を支援する。ま

た、極値風速規制の解決に向けた関係機関との調整を行い、  事業環境の整

備を図る。

⚫ 極値風速規制に対応可能な風力発電の導入拡大

➢ 規制改革の動きを注視するなど課題解決に向けた取組について考察し、

耐台風型の風車の技術開発や実証試験を行う」

＊上記のことが「沖縄本島の陸上風力発電設置」の障害になっていること

は、県民のほとんどは知らない。

　上記内容の解決なくして、沖縄県全体の30年度電源構成比率目標の達成

は困難である。

＊その他、沖縄電力のバイオマス発電の取り組みはどのようになっている

か。その記載も望みたい。

　また、30年度電力構成比率の水素・アンモニアは、石炭火力での混焼と

なっていたが、現計画もそのように進んでいるか記載を望みたい。
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47 57 23

空港や港湾、大規模駐車場等のインフラ空間

を活用した太陽光発電の導入可能性調査等を

促進する。

これらの導入を後押しするため、農地やイン

フラ空間等の利用に係る制度運用や関係者調

整を図る。

新たな設置場所については環境省事業においても、「水面」利用が推進さ

れていることから追記してはいかがでしょうか。また、水面利用にあたっ

ては水中調査等が必要となり導入可能性調査ならびに初期費用の支援によ

り導入制約の課題解決につながると考えます。

修正案（下線部を追加）

・これらの導入を後押しするため、農地や水面、インフラ空間等の利用に

係る制度運用や関係者調整を図る。

{環境省事業

https://www.eta.or.jp/offering/2025/solar/index.php#tab02rst　}

いただいた意見を参考に、修正します。

48 63 26

公共施設における再エネの率先導入により、

再エネ導入の意義や効果に関する PR を推進

する。

短期的なコストではなく中長期的なコスト評価もしながら地方公共団体施

設が率先し、再エネPPA契約を導入することを明記、また指標化等により

管理する（p86「7.3補足指標」として、「当県における地方公共団体施設

の再エネ導入率」を追加）ことで、モデル形成が進み、民間参入のきっか

け（トリガー）になると考えます。

また、将来における再エネ電気調達の優位性(環境価値高騰の見通し例)を

示すこと等により導入するきっかけとなるような情報発信をお願いしま

す。

公共施設における再エネ導入率を補足指標として設定するためには、各施設の個別事

情を反映した判定・集計など大規模な調査が必要となることから、現段階での指標設

定は見送らせていただきます。

　なお、県及び市町村が導入する再エネ設備の施設数については、毎年度の「進捗状

況報告書」において公表しております。

今後は、当該報告書において、新規導入事例を紹介するなど、公共施設への率先導入

を促進してまいります。


